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本研究は時間配分モデルに基づいて，自動運転車と手動運転車の利用者の効用を定義し，自動運転車と

手動運転車が混在する道路ネットワークにおいて，利用者の間接効用を計算するための小規模ミクロ経済

学モデルを提案した．自動運転車と手動運転車の代表的利用者それぞれが合成財，余暇時間，交通サービ

スを消費すると仮定した．道路ネットワーク内の交通サービス水準は，自動運転車と手動運転車の混在流

を考慮したマルチクラス交通量配分モデルによって表現されるものとし，混雑効果を考慮している．自動

運転車の利用者行動を考慮した，既往のネットワーク分析モデルにおいては自動運転車と手動運転車の時

間価値が外生的に与えられることが多いが，本研究では自動運転車と手動運転車の利用者の可処分時間と

所得の異質性に基づいて利用者の行動を定式化した．そのため，自動運転車内における利用者のマルチタ

スク効果が利用者の効用に与える影響を分析することが可能となった．提案モデルを検証するため，テス

トネットワークで数値計算を実施した． 
 

     Key Words: autonomous vehicles, utility maximization, mixed traffic flow 
 
 
 
1. はじめに 
 
完全自動運転が実現すると，ドライバーは運転操作か

ら解放されて，労働や余暇などの生産的な目的に移動時

間を充てることができる 1)（マルチタスク効果）．従来

の手動運転車であれば，移動時間は単なる費用として扱

われるが，自動運転車であれば，移動時間の間で労働す

る場合は所得が増加し，余暇に充てる場合は効用が増加

する．車外における労働と余暇と完全に置換可能ではな

いものの，従来の手動運転車とは異なり，移動時間が価

値を持つようになる． 
実証研究においても，手動運転車よりも自動運転車を

利用するときの方が時間価値が小さく推計されている．

Steck et al.2)の SP調査によると，個人が所有する自動運転

車を用いて通勤するときの移動時間短縮価値は手動運転

車を用いる場合と比較して 31%低くなると報告されてい

る．Steck et al.は道路利用者の所得の際が時間価値に及ぼ

す影響も調べている．従来の手動運転車を前提とする知

見と同様に，高所得者の時間価値は中・低所得者の時間

価値よりも高くなることが報告されている．自動運転車

が普及する初期の段階では，自動運転車の価格が手動運

転車より高くなることが見込まれることから，自動運転

車の利用者として高所得者を想定する必要がある．した

がって，自動運転車の時間価値を考慮した道路ネットワ

ーク分析を実施するにあたっては，(i)自動運転車内にお

けるマルチタスク効果による所得と可処分時間の配分パ

ターンの変化，(ii)自動運転車の潜在的利用者の所得水

準を考慮する必要がある． 
自動運転車が実用化されてしばらくは，自動運転車と

手動運転車が共存する時期が続くと予想されており，こ

のような混合流を考慮した道路ネットワーク分析モデル

が数多く提案されている 3)-5)．多くの研究において，自

動運転車と手動運転車の時間価値の差異は考慮されてい

るものの，異なる時間価値が所与として与えられている

のみである．自動運転車のマルチタスク効果および利用

者の所得の異質性を明示的に考慮して，時間価値が議論

されている研究は，著者らの知る限り存在しない．  
そこで本研究では，自動運転車におけるマルチタスク

効果と道路利用者の所得の異質性を考慮することを目的

として，自動運転車と手動運転車の利用者の所得と可処

分時間の配分を扱う，政策評価モデルを提案する．藤原

ら 6)が開発した小規模ミクロ経済モデルを自動運転車と

手動運転車が共存する環境における政策分析ができるよ

うに発展させた．藤原らのモデルは交通サービスに関連
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する消費について部分均衡を仮定している．代表的利用

者の効用は準線形モデルとして仮定している．  
第 2章は自動運転車と手動運転車の可処分時間・可処

分所得の配分を考慮した小規模ミクロ経済モデルを定式

化する．第 3章はテストネットワークを用いて，提案手

法を検証する．最後に，第 4章では本研究をまとめ，今

後の展望を述べる． 
 
 

2. 定式化 
 
 ここでは，道路利用者の可処分時間の配分を考慮した

小規模ミクロ経済モデルを提案する．交通サービスに対

する支出は家計全体に対する支出と比較すれば十分小さ

いことから，部分均衡の枠組みに基づいて定式化する．

代表的利用者の効用最大化問題を定式化し，代表的利用

者の間接効用および需要関数を導出する．道路ネットワ

ーク内におけるO-D間の移動時間は自動運転車と手動運

転車の混合流を考慮したマルチユーザークラス型利用者

均衡モデルによって決まるものとする．  
 
(1) 効用関数 

本研究ではモデルを柔軟にするため，CES効用関数を

仮定する．代表的利用者は合成財，余暇，交通サービス

を消費するものとする．3財を消費する CES 効用関数を

仮定すると，それぞれの財の間の代替弾力性は等価とな

る．しかし，合成財と比べて，余暇と交通サービスの消

費は強く関連していると考えられることから，等価な代

替弾力性にかかる仮定を緩和するため，層化CES効用関

数を導入する．さらに，モデルを簡便にするために層化

CES効用関数を以下のように準線形化する． 

𝑢𝑢𝑧𝑧�𝑥𝑥1,𝑧𝑧 , 𝑥𝑥2,𝑧𝑧� = 𝑥𝑥1,𝑧𝑧 + 𝛼𝛼2,𝑧𝑧 ⋅ 𝑥𝑥2,𝑧𝑧

1−𝜎𝜎0
𝜎𝜎0  ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 

(1) 

𝑥𝑥2,𝑧𝑧�𝑡𝑡𝑙𝑙,𝑧𝑧, 𝑞𝑞𝑧𝑧� = �𝛼𝛼21,𝑧𝑧

1
𝜎𝜎1 ⋅ 𝑡𝑡𝑙𝑙,𝑧𝑧

1−𝜎𝜎1
𝜎𝜎1 + 𝛼𝛼22,𝑧𝑧

1
𝜎𝜎1

⋅ 𝑞𝑞𝑧𝑧
1−𝜎𝜎1
𝜎𝜎1 �

𝜎𝜎1
1−𝜎𝜎1

 ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 

(2) 

𝑞𝑞𝑧𝑧(𝐪𝐪𝑧𝑧) = �𝑞𝑞𝑖𝑖,𝑧𝑧
𝛽𝛽𝑖𝑖,𝑧𝑧

𝑖𝑖∈𝐼𝐼

  ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 
(3) 

ここで，  
𝜎𝜎0 > 0 (4) 

𝛼𝛼21,𝑧𝑧

1
𝜎𝜎1 + 𝛼𝛼22,𝑧𝑧

1
𝜎𝜎1 = 1  ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 

(5) 

𝛼𝛼21,𝑧𝑧 ≥ 0,𝛼𝛼22,𝑧𝑧 ≥ 0,𝜎𝜎1 > 0   ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} (6) 
𝐪𝐪𝑧𝑧 = �⋯ , 𝑞𝑞𝑖𝑖,𝑧𝑧,⋯�𝑇𝑇   ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} (7) 

�𝛽𝛽𝑖𝑖,𝑧𝑧
𝑖𝑖∈𝐼𝐼

= 1  ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 
(8) 

(1)式は準線形化された効用関数である．合成財の価格

はニューメレールとして 1として設定される．(2)は余暇

と交通サービスの消費をCES型の関数により合成した消

費水準である．(3)は代表的利用者の交通サービスの消

費水準であり，道路ネットワーク全体の交通需要によっ

て決まるコブダグラス型の関数である．(4)は𝑥𝑥2,𝑧𝑧の消費

にかかる代替弾力性に対応するパラメータである．(5)-
(6)は(2)における CES 型関数のパラメータの制約式であ

る．(7)は道路ネットワーク全体のO-D交通需要を表すベ

クトルである．(8)は(3)に示すコブダグラス型関数のパ

ラメータにかかる制約である． 
 
(2) 制約 

道路ネットワーク中の代表的利用者は可処分所得と可

処分時間の制約の下で効用を最大化する．手動運転車の

利用者の可処分時間は以下の通りである． 

𝑡𝑡𝑤𝑤,𝐻𝐻 + 𝑡𝑡𝑙𝑙,𝐻𝐻 + �𝑞𝑞𝑖𝑖,𝐻𝐻 ⋅ 𝑡𝑡𝑖𝑖,𝐻𝐻
𝑖𝑖∈𝐼𝐼

= 𝑡̂𝑡𝐻𝐻   
(9) 

 𝑡𝑡𝑤𝑤,𝐻𝐻は労働時間である． 𝑞𝑞𝑖𝑖,𝐻𝐻，𝑡𝑡𝑖𝑖,𝐻𝐻はそれぞれ O-Dペア i
の交通需要と最小移動時間である．最小移動時間は後述

するマルチユーザークラス型利用者均衡配分モデルによ

って決まる．∑ 𝑞𝑞𝑖𝑖,𝐻𝐻 ⋅ 𝑡𝑡𝑖𝑖,𝐻𝐻𝑖𝑖∈𝐼𝐼 は道路ネットワーク全体の総

移動時間である．𝑡̂𝑡𝐻𝐻は可処分時間であり，外生的に与

えられる．本研究では道路利用者は可処分時間を，労働，

余暇，移動の 3つの活動に配分するものと仮定する．道

路利用者は労働時間と賃金率の積としての所得を得て，

合成財，余暇，交通サービスに費やす．道路利用者の所

得制約は以下の通りである． 

�𝑝𝑝𝑖𝑖,𝐻𝐻 ⋅ 𝑞𝑞𝑖𝑖,𝐻𝐻
𝑖𝑖∈𝐼𝐼

+ 𝑝𝑝𝑙𝑙,𝐻𝐻 ⋅ 𝑡𝑡𝑙𝑙,𝐻𝐻 + 𝑥𝑥1,𝐻𝐻 = 𝑤𝑤𝐻𝐻 ⋅ 𝑡𝑡𝑤𝑤,𝐻𝐻 
(10) 

ここで，𝑝𝑝𝑖𝑖,𝐻𝐻は O-D ペア i 間の移動に対応する交通サー

ビスの価格である（自動車税，燃料費など）．

∑ 𝑝𝑝𝑖𝑖 ,𝐻𝐻 ⋅ 𝑞𝑞𝑖𝑖,𝐻𝐻𝑖𝑖∈𝐼𝐼 は道路ネットワーク全体の移動にかかる

費用の総和である．𝑝𝑝𝑙𝑙,𝐻𝐻は単位時間あたりの余暇サービ

スの価格である．𝑤𝑤𝐻𝐻 ⋅ 𝑡𝑡𝑤𝑤,𝐻𝐻は道路利用者の所得である．

可処分時間にかかる制約を，所得にかかる制約に代入す

ると以下を得る． 

��𝑝𝑝𝑖𝑖,𝐻𝐻 + 𝑤𝑤𝐻𝐻 ⋅ 𝑡𝑡𝑖𝑖,𝐻𝐻� ⋅ 𝑞𝑞𝑖𝑖,𝐻𝐻
𝑖𝑖∈𝐼𝐼

 

+�𝑝𝑝𝑙𝑙,𝐻𝐻 + 𝑤𝑤𝐻𝐻� ⋅ 𝑡𝑡𝑙𝑙,𝐻𝐻 + 𝑥𝑥1,𝐻𝐻 = 𝑤𝑤𝐻𝐻 ⋅ 𝑡̂𝑡𝐻𝐻 

(11) 

次に自動運転車の利用者の可処分時間，所得にかかる制

約を考える．可処分時間の制約は自動運転車の利用者の

制約と同じである． 

𝑡𝑡𝑤𝑤,𝐴𝐴 + 𝑡𝑡𝑙𝑙,𝐴𝐴 + �𝑞𝑞𝑖𝑖,𝐴𝐴 ⋅ 𝑡𝑡𝑖𝑖,𝐴𝐴
𝑖𝑖∈𝐼𝐼

= 𝑡̂𝑡𝐴𝐴   
(12) 

自動運転車の場合，移動時間の一部を労働や余暇などの

生産的な目的に使うことができる 6)-8)．ここで，本研究

では自動運転車の利用者が移動時間の一部を労働に転換

すると仮定する．したがって，自動運転車の利用者の所

得は車内での労働時間分だけ増加する．車内での労働を

考慮した可処分時間にかかる制約は以下のようになる． 
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�𝑝𝑝𝑖𝑖 ,𝐴𝐴 ⋅ 𝑞𝑞𝑖𝑖,𝐴𝐴
𝑖𝑖∈𝐼𝐼

+ 𝑝𝑝𝑙𝑙,𝐴𝐴 ⋅ 𝑡𝑡𝑙𝑙,𝐴𝐴 + 𝑥𝑥1,𝐴𝐴 

= 𝑤𝑤𝐴𝐴 ⋅ �𝑡𝑡𝑤𝑤,𝐴𝐴 + (1 − 𝜀𝜀)�𝑞𝑞𝑖𝑖,𝐴𝐴 ⋅ 𝑡𝑡𝑖𝑖,𝐴𝐴
𝑖𝑖∈𝐼𝐼

�   

(13) 

ここで，𝜀𝜀は車内での労働の時間効率を表す割合であり，

0から 1の間を取る． 車内では環境が制約されているこ

とから，車外と比較して車内では労働の生産性が低下す

ることを表している．(1 − 𝜀𝜀)∑ 𝑞𝑞𝑖𝑖,𝐴𝐴 ⋅ 𝑡𝑡𝑖𝑖,𝐴𝐴𝑖𝑖∈𝐼𝐼 は総移動時

間のうち，労働のために転換できる時間を表している．

自動運転車の利用者の可処分所得にかかる制約に可処分

時間にかかる制約を代入すると以下の制約を得る． 

��𝜀𝜀 ⋅ 𝑝𝑝𝑖𝑖 ,𝐴𝐴 + 𝑤𝑤𝐴𝐴 ⋅ 𝑡𝑡𝑖𝑖,𝐴𝐴� ⋅ 𝑞𝑞𝑖𝑖,𝐴𝐴
𝑖𝑖∈𝐼𝐼

 

+�𝑝𝑝𝑙𝑙,𝐴𝐴 + 𝑤𝑤𝐴𝐴� ⋅ 𝑡𝑡𝑙𝑙,𝐴𝐴 + 𝑥𝑥1,𝐴𝐴 = 𝑤𝑤𝐴𝐴 ⋅ 𝑡̂𝑡𝐴𝐴   

(14) 

ここで，(11)と(14)を比較する．自動運転車と手動運転車

の利用者それぞれの O-Dペア i間の移動サービスに対応

する実質的な価格はそれぞれ以下のようになる． 
𝑝̂𝑝𝑖𝑖,𝐻𝐻 = 𝑝𝑝𝑖𝑖,𝐻𝐻 + 𝑤𝑤𝐻𝐻 ∙ 𝑡𝑡𝑖𝑖,𝐻𝐻     ∀𝑖𝑖 ∈ 𝐼𝐼 (15a) 
𝑝̂𝑝𝑖𝑖,𝐴𝐴 = 𝜀𝜀 ⋅ 𝑝𝑝𝑖𝑖 ,𝐴𝐴 + 𝑤𝑤𝐴𝐴 ∙ 𝑡𝑡𝑖𝑖,𝐴𝐴     ∀𝑖𝑖 ∈ 𝐼𝐼 (15b) 

 
(3) 効用最大化 

代表的利用者の消費行動は 2.(1)で定義した効用関数を

2.(2)の制約の下で最大化するものと定義される．効用関

数は 3層の層化構造になっている．このような場合，最

下層の構造から順番に財・サービスの消費水準を決める

ことで，効用関数全体が対象とする財・サービスの消費

水準を決めることができる 1)．  
まず，以下の問題を解くことによって，交通サービス

の消費水準を決める． 
[P-1]  

max 𝑞𝑞𝑧𝑧(𝐪𝐪𝑧𝑧) = �𝑞𝑞𝑖𝑖,𝑧𝑧
𝛽𝛽𝑖𝑖,𝑧𝑧

𝑖𝑖∈𝐼𝐼

   ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 
(16) 

s.t.  
�𝑝̂𝑝𝑖𝑖,𝑧𝑧
𝑖𝑖∈𝐼𝐼

⋅ 𝑞𝑞𝑖𝑖,𝑧𝑧 ≤ 𝐼𝐼3,𝑧𝑧   ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 
(17) 

ここで，𝑝̂𝑝𝑖𝑖,𝑧𝑧は(15)で定義されたO-Dペア間の移動サービ

スにかかｋる実質的な価格である．コブ・ダグラス型関

数で表される移動サービスの消費水準(16)は，(17)の所得

制約の下で最大化される．本研究では道路利用者の選好

は単調であると仮定するため，(17)は実質的に等式制約

となる． 
 (16)と(17)の一次最適性条件から，最適なO-D交通需要

が以下のように導出される． 

𝑞𝑞𝑖𝑖,𝑧𝑧∗ =
𝛽𝛽𝑖𝑖,𝑧𝑧 ⋅ 𝐼𝐼3,𝑧𝑧

𝑝̂𝑝𝑖𝑖,𝑧𝑧
   ∀𝑖𝑖 ∈ 𝐼𝐼,∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 

(18) 

現実に観測される O-D 間の交通需要𝑞𝑞𝑖𝑖,𝑧𝑧および移動費用

は，道路利用者が本研究で示すような効用を最大化する

ように行動した結果，実現するものとして解釈される．

したがって，𝑞𝑞𝑖𝑖,𝑧𝑧は観測を通じて既知として扱われる．

パラメータ𝛽𝛽𝑖𝑖,𝑧𝑧にかかる制約(8)と(18)から，所得𝐼𝐼3,𝑧𝑧およ

びパラメータ𝛽𝛽𝑖𝑖,𝑧𝑧は以下のように特定される． 

𝐼𝐼3,𝑧𝑧 = �𝛾𝛾𝑖𝑖,𝑧𝑧
𝑖𝑖∈𝐼𝐼

   ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 
(19) 

𝛽𝛽𝑖𝑖,𝑧𝑧 =
𝛾𝛾𝑖𝑖,𝑧𝑧

∑ 𝛾𝛾𝑖𝑖,𝑧𝑧𝑖𝑖∈𝐼𝐼
  ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 

(20) 

ここで，𝛾𝛾𝑖𝑖,𝑧𝑧 = 𝑞𝑞𝑖𝑖,𝑧𝑧 ⋅ 𝑝̂𝑝𝑖𝑖,𝑧𝑧である．(20)で特定された𝛽𝛽𝑖𝑖,𝑧𝑧を
(3)に代入すると，交通サービスの消費水準𝑞𝑞𝑧𝑧は以下の

ように書き換えられる． 

𝑞𝑞𝑧𝑧 = �𝑞𝑞𝑖𝑖,𝑧𝑧
𝛾𝛾𝑖𝑖,𝑧𝑧 /∑ 𝛾𝛾𝑖𝑖,𝑧𝑧𝑖𝑖∈𝐼𝐼

𝑖𝑖∈𝐼𝐼

   ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 
(21) 

次に，(2)を最大化することで，余暇の消費水準を決定

する． 
[P-2] 

max 𝑥𝑥2,𝑧𝑧�𝑡𝑡𝑙𝑙,𝑧𝑧, 𝑞𝑞𝑧𝑧� 

= �𝛼𝛼21,𝑧𝑧

1
𝜎𝜎1 ⋅ 𝑡𝑡𝑙𝑙,𝑧𝑧

1−𝜎𝜎1
𝜎𝜎1 + 𝛼𝛼22,𝑧𝑧

1
𝜎𝜎1 ⋅ 𝑞𝑞𝑧𝑧

1−𝜎𝜎1
𝜎𝜎1 �

𝜎𝜎1
1−𝜎𝜎1

    
∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 

(22) 

s.t.  
𝑝̂𝑝𝑙𝑙,𝑧𝑧 ⋅ 𝑡𝑡𝑙𝑙,𝑧𝑧 + 𝑝𝑝𝑞𝑞,𝑧𝑧 ⋅ 𝑞𝑞𝑧𝑧 ≤ 𝐼𝐼2,𝑧𝑧   ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} (23) 

where  
𝑝̂𝑝𝑙𝑙,𝑧𝑧 = 𝑝𝑝𝑙𝑙,𝑧𝑧 + 𝑤𝑤𝑧𝑧  ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} (24) 

CES型関数を最大化することで，余暇と交通サービスの

消費水準を決定する．(23)は余暇と交通サービスの消費

にかかる所得制約である．(16)-(17)と同様に，道路利用

者は単調な選好を持つので，(23)は実質等式制約となる．

(24)で定義される𝑝̂𝑝𝑙𝑙,𝑧𝑧は余暇サービスの消費にかかる実質

的な価格である．これは(11)と(14)に由来しており，余暇

サービスの実質的な価格は余暇サービスの価格𝑝𝑝𝑙𝑙,𝑧𝑧と機

会費用としての賃金率𝑤𝑤𝑧𝑧の和としてあらわされる．𝑝𝑝𝑞𝑞,𝑧𝑧

は道路ネットワーク全体における交通サービスの消費に

対応する価格である．(16)-(17)より，道路ネットワーク

全体の総移動費用は所得𝐼𝐼3に対応している．𝑝𝑝𝑞𝑞,𝑧𝑧 ⋅ 𝑞𝑞𝑧𝑧 =
𝐼𝐼3,𝑧𝑧かつ(19)より，道路ネットワーク全体の交通サービス

の消費に対応する価格は以下のように表される． 

𝑝𝑝𝑞𝑞,𝑧𝑧 =
∑ 𝛾𝛾𝑖𝑖,𝑧𝑧𝑖𝑖∈𝐼𝐼

∏ 𝑞𝑞𝑖𝑖,𝑧𝑧
𝛾𝛾𝑖𝑖,𝑧𝑧 /∑ 𝛾𝛾𝑖𝑖,𝑧𝑧𝑖𝑖∈𝐼𝐼

𝑖𝑖∈𝐼𝐼

   ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 
(25) 

(22)-(24)の一次最適性条件から，余暇サービスと道路ネ

ットワーク全体の交通サービスにかかる需要関数はそれ

ぞれ以下のように計算される． 

𝑡𝑡𝑙𝑙,𝑧𝑧 =
𝛼𝛼21,𝑧𝑧

𝑝𝑝𝑙𝑙,𝑧𝑧
𝜎𝜎1 ⋅

𝐼𝐼2,𝑧𝑧

𝛼𝛼21,𝑧𝑧 ⋅ 𝑝𝑝𝑙𝑙,𝑧𝑧
1−𝜎𝜎1 + 𝛼𝛼22,𝑧𝑧 ⋅ 𝑝𝑝𝑞𝑞,𝑧𝑧

1−𝜎𝜎1
   

∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 

(26) 

𝑞𝑞𝑧𝑧 =
𝛼𝛼22,𝑧𝑧

𝑝𝑝𝑞𝑞,𝑧𝑧
𝜎𝜎1 ⋅

𝐼𝐼2,𝑧𝑧

𝛼𝛼21,𝑧𝑧 ⋅ 𝑝𝑝𝑙𝑙,𝑧𝑧
1−𝜎𝜎1 + 𝛼𝛼22,𝑧𝑧 ⋅ 𝑝𝑝𝑞𝑞,𝑧𝑧

1−𝜎𝜎1
   

∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 

(27) 

(27)-(28)の需要関数を用いて，余暇と交通サービスを合

成した消費水準𝑥𝑥2,𝑧𝑧は以下のように計算される． 
 
 

第 67 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 4 

𝑥𝑥2,𝑧𝑧 

= �𝛼𝛼21,𝑧𝑧 ⋅ 𝑝̂𝑝𝑙𝑙,𝑧𝑧
1−𝜎𝜎1 + 𝛼𝛼22,𝑧𝑧 ⋅ 𝑝𝑝𝑞𝑞,𝑧𝑧

1−𝜎𝜎1�
1

𝜎𝜎1−1 ⋅ 𝐼𝐼2,𝑧𝑧    
∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 

(28) 

消費水準𝑥𝑥2,𝑧𝑧に対応する価格を𝑝𝑝2,𝑧𝑧とすると，(23)の所得

は𝑝𝑝2,𝑧𝑧 ⋅ 𝑥𝑥2,𝑧𝑧 = 𝐼𝐼2,𝑧𝑧となるように使われるので，(28)より

価格𝑝𝑝2,𝑧𝑧は以下のように表される． 

𝑝𝑝2,𝑧𝑧 = �𝛼𝛼21,𝑧𝑧 ⋅ 𝑝̂𝑝𝑙𝑙,𝑧𝑧
1−𝜎𝜎1 + 𝛼𝛼22,𝑧𝑧 ⋅ 𝑝𝑝𝑞𝑞,𝑧𝑧

1−𝜎𝜎1�
− 1
𝜎𝜎1−1    

∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 

(29) 

最後に，道路利用者の効用は以下のように最大化される． 
[P-3] 

max𝑢𝑢𝑧𝑧 = 𝑥𝑥1,𝑧𝑧 + 𝛼𝛼2,𝑧𝑧 ⋅ 𝑥𝑥2,𝑧𝑧

1−𝜎𝜎0
𝜎𝜎0   ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 

(30) 

s.t.  
𝑥𝑥1,𝑧𝑧 + 𝑝𝑝2,𝑧𝑧 ⋅ 𝑥𝑥2,𝑧𝑧 ≤ 𝐼𝐼𝑧𝑧  ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} (31) 

where  
𝑤𝑤𝑧𝑧 ⋅ 𝑡̂𝑡𝑧𝑧 = 𝐼𝐼𝑧𝑧  ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} (32) 

(31)は道路利用者の所得全体にかかる制約である．道路

利用者の所得全体はそれぞれ(11)と(14)のように定義され

ている．(30)-(31)から一次最適性条件を求めると，合成

財𝑥𝑥1,𝑧𝑧と消費水準𝑥𝑥2,𝑧𝑧の需要関数はそれぞれ以下のよう

に導かれる． 

𝑥𝑥1,𝑧𝑧 = 𝐼𝐼𝑧𝑧 − �
𝜎𝜎0 − 1
𝜎𝜎0

⋅
𝛼𝛼2,𝑧𝑧

𝑝𝑝2,𝑧𝑧
�
𝜎𝜎0

⋅ 𝑝𝑝2,𝑧𝑧   ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 
(33) 

𝑥𝑥2,𝑧𝑧 = �
𝜎𝜎0 − 1
𝜎𝜎0

⋅
𝛼𝛼2,𝑧𝑧

𝑝𝑝2,𝑧𝑧
�
𝜎𝜎0

  ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 
(34) 

道路利用者の効用が準線形であるため，合成財の消費は

所得𝐼𝐼𝑧𝑧に依存するのに対して，消費水準𝑥𝑥2,𝑧𝑧は依存しな

い．したがって，本モデルでは余暇と交通サービスにか

かる消費は所得水準に依存しない．したがって，道路利

用者の間接効用は(33)-(34)の需要関数を用いて，以下の

ように特定される． 

𝑉𝑉𝑧𝑧 = 𝐼𝐼𝑧𝑧 − �
𝜎𝜎0 − 1
𝜎𝜎0

⋅
𝛼𝛼2,𝑧𝑧

𝑝𝑝2,𝑧𝑧
�
𝜎𝜎0

⋅ 𝑝𝑝2,𝑧𝑧 

+𝛼𝛼2,𝑧𝑧 ⋅ �
𝜎𝜎0 − 1
𝜎𝜎0

⋅
𝛼𝛼2,𝑧𝑧

𝑝𝑝2,𝑧𝑧
�
𝜎𝜎0

  ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 

(35) 

効用関数が準線形かつ合成財がニューメレールであるた

め，(35)のように間接効用は貨幣換算できる．したがっ

て，本研究が想定する道路ネットワークに対する介入お

よび変化（例えば，自動運転車の性能の変化，自動運転

車普及率の変化）の前後における間接効用の差が消費者

余剰の変化と等価になる． 
 
(4) マルチユーザークラス型交通量配分モデル 

 2.(3)の[P-1]で議論したように，効用関数のパラメータ

は観測されたO-D間の交通需要と最小移動時間から推定

される．道路ネットワークのパフォーマンスに影響を及

ぼしうる，道路ネットワークに対する介入および操作の

効果を測定するためには，介入および操作を実施した後

の道路ネットワークのパフォーマンスを表現できなけれ

ばならない．そこで，本研究では自動運転車と手動運転

車が混在する状況を考えるため，マルチユーザークラス

型交通量配分モデルを用いて，道路ネットワークに対す

る介入および操作の効果を表現するものとする．道路ネ

ットワークをリンク集合 A とノード集合 N からなる有

効グラフ𝐺𝐺(𝑁𝑁,𝐴𝐴)とする．車種zのO-Dペア i間の交通需

要を𝑞𝑞𝑖𝑖,𝑧𝑧，経路 k の交通量を𝑓𝑓𝑖𝑖,𝑘𝑘,𝑧𝑧，リンク a の交通量を

𝑣𝑣𝑎𝑎,𝑧𝑧とする．経路交通量およびリンク交通量の保存則を

それぞれ以下に示す． 

� 𝑓𝑓𝑖𝑖,𝑘𝑘,𝑧𝑧
𝑘𝑘∈𝐾𝐾𝑖𝑖

= 𝑞𝑞𝑖𝑖,𝑧𝑧  ∀𝑖𝑖 ∈ 𝐼𝐼,∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 
(36) 

𝑣𝑣𝑎𝑎,𝑧𝑧 = � � 𝑓𝑓𝑖𝑖,𝑘𝑘,𝑧𝑧
𝑘𝑘∈𝐾𝐾𝑖𝑖𝑖𝑖∈𝐼𝐼

  ∀𝑎𝑎 ∈ 𝐴𝐴,∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} 
(37) 

リンク aの交通量に占める自動運転車の交通量の割合を

𝑝𝑝𝑎𝑎 = 𝑣𝑣𝑎𝑎,𝐴𝐴 / (𝑣𝑣𝑎𝑎,𝐴𝐴 + 𝑣𝑣𝑎𝑎,𝐻𝐻)とすると，自動運転車と手動

運転車が共存するリンクにおける交通容量は既往研究 4), 

6)のように，𝑝𝑝𝑎𝑎の関数として表される． 

𝑐𝑐𝑎𝑎�𝑣𝑣𝑎𝑎,𝐴𝐴, 𝑣𝑣𝑎𝑎,𝐻𝐻� =
1

𝑝𝑝𝑎𝑎 ⋅
1
𝑐𝑐𝑎𝑎,𝐴𝐴

+ (1 − 𝑝𝑝𝑎𝑎) ⋅ 1
𝑐𝑐𝑎𝑎,𝐻𝐻

 
 

 ∀𝑎𝑎 ∈ 𝐴𝐴 

(38) 

ここで，𝑐𝑐𝑎𝑎,𝐴𝐴と𝑐𝑐𝑎𝑎,𝐻𝐻はそれぞれ，自動運転車または手動

運転車のみがリンク上に存在するときの交通容量である．

それぞれの違いは自動運転車と手動運転車の車頭時間の

違いに由来している．(37)における混合流におけるリン

ク交通容量もまた，交通流内の自動運転車と手動運転車

の割合と車頭時間の違いから導出されている．多くの既

往研究 4), 10)では手動運転車と比べて自動運転車の車頭時

間が小さいと仮定していることから，本研究もこれに倣

う．リンク移動時間は自動運転車と手動運転車それぞれ

のリンク交通量の関数として表される． 
𝑡𝑡𝑎𝑎�𝑣𝑣𝑎𝑎,𝐴𝐴, 𝑣𝑣𝑎𝑎,𝐻𝐻� 

= 𝑡𝑡0,𝑎𝑎 ⋅ �𝛼𝛼𝑎𝑎 + �
𝑣𝑣𝑎𝑎,𝐴𝐴 + 𝑣𝑣𝑎𝑎,𝐻𝐻

𝑐𝑐𝑎𝑎�𝑣𝑣𝑎𝑎,𝐴𝐴, 𝑣𝑣𝑎𝑎,𝐻𝐻�
�
𝛽𝛽𝑎𝑎

�     ∀𝑎𝑎 ∈ 𝐴𝐴 

(39) 

(38)より自動運転車と手動運転車のリンク交通量が相互

干渉していることから，リンク移動時間のヘッセ行列は

非対称となる．したがって，本研究では変分不等式問題

として交通量配分問題を定式化する 11)．自動運転車と手

動運転車それぞれの経路選択基準について多くのパター

ンが提案されているが 4), 6), 10)，本研究では両車ともに利

用者均衡に従うものと仮定する．また，O-D 交通需要の

変動を考慮するものとする．交通量配分問題は以下のよ

うに定式化される． 

� � �
�𝐺𝐺𝑖𝑖,𝑘𝑘 − 𝐷𝐷−1�𝑞𝑞𝑖𝑖,𝑧𝑧��

⋅ �𝑓𝑓𝑖𝑖,𝑘𝑘,𝑧𝑧 − 𝑓𝑓𝑖𝑖,𝑘𝑘,𝑧𝑧
∗ � ≥ 0  𝑧𝑧∈{𝐴𝐴,𝐻𝐻}𝑘𝑘∈𝐾𝐾𝑖𝑖𝑖𝑖∈𝐼𝐼

 

(40) 

where  
𝛥𝛥𝑧𝑧𝐟𝐟𝑧𝑧 = 𝐪𝐪𝑧𝑧 ,  𝐟𝐟𝑧𝑧 ≥ 0,  ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} (41) 

𝐺𝐺𝑖𝑖,𝑘𝑘 = �𝛿𝛿𝑖𝑖,𝑘𝑘,𝑎𝑎 ⋅ 𝑡𝑡𝑎𝑎
𝑎𝑎∈𝐴𝐴

   ∀𝑖𝑖 ∈ 𝐼𝐼,∀𝑘𝑘 ∈ 𝐾𝐾𝑖𝑖  
(42) 
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ここで，Δ𝑧𝑧はO-Dペアと経路の接続行列である．𝐟𝐟𝑧𝑧と𝐪𝐪𝑧𝑧
はそれぞれ経路交通量とO-D交通需要のベクトルである．

(41)は O-D 交通需要の保存則と経路交通量の非負条件で

ある．(42)はO-Dペア i間の経路 kの移動時間であり，経

路 k を通るリンクの移動時間の和として表される．(40)-
(42)のようなマルチユーザークラス型の交通量配分問題

は対角化法 5), 12)などのアルゴリズムによって解ける． 
 
 
3. 数値計算  

 

(1) 設定 

2. の定式化を検証するため，図-1に示すテストネット

ワークを用いて数値計算を実施した．O-D ペア数は 1，
経路数は 3，リンク数は 5 である．リンクコスト関数の

パラメータは𝛼𝛼𝑎𝑎 = 1, 𝛽𝛽𝑎𝑎 = 4 ∀𝑎𝑎 ∈ 𝐴𝐴 である．自動運転

車と手動運転車のみが存在する場合の交通容量および自

由走行時間は表-1 のように設定する．ここで(18)に基づ

いて逆需要関数を定義する．(20)より，O-D ペアが 1 つ

であるので𝛽𝛽1,𝑧𝑧 = 1 ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻}である．道路ネットワ

ーク全体の総交通需要𝑞𝑞�= 𝑞𝑞1,𝐴𝐴 + 𝑞𝑞1,𝐻𝐻�は 80 [pcu/hour]で
ある．自動運転車内での労働の時間効率を表す割合（減

耗率）𝜀𝜀 = 1のとき，逆需要関数のパラメータは𝐼𝐼3,𝑧𝑧 =
, 𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑧𝑧 = 300,𝑤𝑤𝑧𝑧 = 40 ∀𝑧𝑧 ∈ {𝐴𝐴,𝐻𝐻} である． 

 

 
図-1 テストネットワーク 

 
表-1 リンクコスト関数，リンク交通容量のパラメータ 

リンク 𝑡𝑡0,𝑎𝑎 𝑐𝑐𝑎𝑎,𝐴𝐴 𝑐𝑐𝑎𝑎,𝐻𝐻 
1 4 30 60 
2 7 40 80 
3 1 10 20 
4 5 30 60 
5 2 30 60 

 
 
(2) 結果 

O-D 交通需要に占める自動運転車の割合と自動運転車

内での労働の時間効率を表す割合（減耗率）をそれぞれ

変化させたときのO-D間の実質的な移動費用と間接効用

を図-2と図-3に示す．自動運転車混入率を大きくすると

減耗率の大小に依らず，O-D 間の実質的な移動費用は減

少し，道路ネットワーク全体の間接効用は増加する．減

耗率を減少させると，それだけ道路利用者は移動時間を

労働に転換できるため，O-D 間の実質的な移動費用は減

少し，間接効用は増加する． 

 

図-2  O-D間の実質的な移動費用 

 
図-3  間接効用 

 
 
4. まとめ 

 
本研究では自動運転車と手動運転車を利用する代表的

利用者の効用関数をそれぞれ定式化し，自動運転車の普

及段階における道路ネットワークの政策評価モデルを提

案した．代表的利用者は可処分時間と所得の制約の下で，

合成財，余暇，交通サービスを消費すると仮定する．自

動運転車におけるマルチタスク効果を表現するために，

自動運転車の利用者が移動時間の一部を労働時間に転換

できると仮定した．したがって，自動運転車の利用者は

移動時間中の労働により所得を増やすことができる．移

動時間は自動運転車と手動運転車の混合流を考慮したマ

ルチユーザー型交通量配分モデルによって決まる．テス

トネットワークを用いて数値計算を行い，提案するモデ

ルを用いることで，道路ネットワーク全体の自動運転車

の分布，および自動運転車内における労働の効率に応じ

て道路利用者の間接効用が計算できることを示した． 
今後の主な方向性として以下の 4点が考えられる．第
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一に，O-Dペア間あるいは同じO-Dぺア内の道路利用者

の所得および可処分時間が異なる可能性があるため，道

路利用者の異質性を考慮したモデルへの拡張が必要であ

る．第二に，本研究では個人が自動運転車を私有するこ

とが仮定されているが，既存研究では共有型の自動運転

車についても広く研究されている．共有型の場合，所得

及び可処分所得にかかる仮定が本研究とは異なるため再

定式化が必要である．第三に，本研究で提案するモデル

を用いて，自動運転車の普及段階におけるネットワーク

デザイン問題を考えることができる． 
 
 

謝辞：本研究の一部は JSPS科研費 21H01446の助成を受

けたものである．  
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ROAD NETWORK POLICY EVALUATION MODEL CONSIDERING THE MIXED 

FLOW OF AUTONOMOUS VEHICLE AND HUMAN-DRIVEN VEHICLE 
 

Ryuichi TANI and Kenetsu UCHIDA 
 

This study proposed a small-scale microeconomic model to compute the indirect utility of road users considering the 
mixed flow of autonomous vehicles and human-driven vehicles. We defined the utility of road users using autonomous 
vehicles and human-driven vehicles based on the time allocation model. It is assumed that each type of road user 
consumes composite goods, leisure, and transportation services. The proposed model considers the congestion effect 
by incorporating the multiclass traffic assignment model considering the mixed flow. While the literature often gave 
the values of time of each type of road user exogenously, this study formulated the difference in the road user’s behavior 
based on the heterogeneity of the disposable time and income. Thereby, the impact of the road user’s multitask effect 
in autonomous vehicles on the road user’s behavior can be analyzed quantitatively. Finally, we conducted a numerical 
calculation to verify the proposed model. 
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